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お知らせ

阿部とも子寄稿『感染症対策の
基礎「検査」を忘れたデータなき
コロナ対策』（有料記事）をＱＲ
コードからお読みになれます。

毎日新聞（政治プレミア）

1.コロナ感染症状況
（１）国際比較
（２）国内比較
（３）緊急事態宣言と蔓延防止措置

2.何をなすべきか
（１）検疫強化
（２）社会的検査
（３）変異株対策
（４）労働災害･公務災害
（５）多様な症状
（６）ワクチン接種
（７）医療体制の整備

今日の話の流れ



1.コロナ感染症状況 出所：Our World in Data 
https://ourworldindata.org/coronavirus-data-explorer

（１）国際比較① 1日の新規感染者数1週間平均（100万人あたり）
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（１）国際比較② 1日の検査数1週間平均（1000人あたり）
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（１）国際比較③

ワクチン接種率／100人 １日検査数／1000人

1日死者数／100万人1日感染者数／100万人



出典：チャートで見る日本の感染状況新型コロナウイルス （日本経済新聞）
https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/coronavirus-japan-chart/#d26

（１）国内比較① 首都圏で感染者増大、60歳以上割合減少、20～30代増大



出典：チャートで見る日本の感染状況新型コロナウイルス （日本経済新聞）
https://vdata.nikkei.com/newsgraphics/coronavirus-japan-chart/#d14

（１）国内比較② 7月初旬から下旬にかけて感染者数が増大中



出典：内閣府 https://corona.go.jp/emergency/ （2021年7月21日現在）

（１）緊急事態宣言と蔓延防止措置 埼玉、神奈川、千葉、大阪でまん防措置中
(7月28日現在） （～8月22日）実効性は？



出典：内閣府 https://corona.go.jp/emergency/ 都道府県のステージ判断に係る指標及び目安

（１）緊急事態宣言と蔓延防止措置 東京と沖縄で緊急事態宣言中(7月28日現在）
（～8月22日）実効性は？



1.コロナ感染症状況
（１）国際比較
（２）国内比較
（３）緊急事態宣言と蔓延防止措置

2.何をなすべきか
（１）検疫強化
（２）社会的検査
（３）変異株対策
（４）労働災害･公務災害
（５）多様な症状
（６）ワクチン接種
（７）医療体制の整備



感染症対策の基本は
４層体制
１．早期検査
２．早期隔離
３．早期診断
４．早期治療

第１歩は水際対策

・検疫強化
・２週間の確実な隔離徹底
（成功例：台湾、ニュージー
ランド等）

（１）検疫強化① 感染の悪循環サイクルを防ぐ出口戦略が必要

2.何をなすべきか



（１）検疫強化② しかし、実際の水際対策は不徹底

立民 阿部知子
2021年5月21日衆議院
厚生労働委員会質疑資料

作成・提供：
厚労省健康局健
康課新型コロナ
ウィルス対策推
進本部保健班



（2） 社会的検査 ① 施設入所者やエッセンシャルワーカーへの検査は進まず



（2） 社会的検査 ② 世田谷区の社会的検査はクラスター抑制に効果を上げた



（2） 社会的検査 ③ 大学と自治体連携



（2） 社会的検査 ④ 大学が社会的検査の拠点に！

至学館大学のPCR検査機（出典：至学館）

「至学館大学」（愛知県大府
市）では、全学生に定期的検査を
無料で実施。

谷岡郁子学長
「安心を得るためだけではない。
無症状段階から感染拡大を抑止

するためです。
また、学生全員が受けることで、

対面授業が可能になる。
大学は市内の検査にも協力して

おり、社会的な意味があります」



出所：兪炳匡（ゆうへいきょう）氏（神奈川県立保健福祉大学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策研究センター教授）
2021.6.18 令和ルネサンス会議講演資料

（2） 社会的検査 ④ 下水疫学調査の研究が国内外で進行中



出所：兪炳匡（ゆうへいきょう）氏（神奈川県立保健福祉大学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策研究センター教授）
2021.6.18 令和ルネサンス会議講演資料

（2） 社会的検査 ⑤ 海外での下水疫学調査の事例報告 その1



出所：兪炳匡（ゆうへいきょう）氏（神奈川県立保健福祉大学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策研究センター教授）
2021.6.18 令和ルネサンス会議講演資料

海外での下水疫学調査の事例報告 その２（2） 社会的検査 ⑥



（2） 社会的検査 ➆ 日本でも始まっている！ 下水疫学調査の事例報告

出所：令和3年05月06日 プレスリリース 東京都下水道局

◆令和２年５月5日

日本水環境学会「COVID-19タスクフォース」設立。

東京都、横浜市、船橋市、大阪府、京都市など20以上の先進的

自治体と連携し、調査・研究を実施。

◆令和３年４月１４日

北海道大学、塩野義製薬他４者により、大阪府において自治体や

病院による下水PCR事業受託に向けた最終検証のためのモニタリ

ング実施。

◆令和３年5月１3日

京都大学や金沢大学等と共同研究を行っている島津テクノリサー

チが、下水のPCR検査とヒト検査によって感染者を特定する検査

システム「京都モデル」の受託事業を開始。

◆東京都のモデルケース

下水中に含まれる新型コロナウイルスの流行状況
調査の結果について（東京都・最終発表）

・採水箇所
都立学校等の周辺の公道上の下水道マンホール等10
か所

・採水頻度
4月中に計5回（49サンプル）※4/22の採水は１か所
で採水できず昼間の時間帯に採水

・分析結果
東京都健康安全研究センターにおいて分析
第4回（4/26採水） 検出無し
第5回（4/28採水）、第3回（4/22採水）と同一箇
所で新型コロナウイルス遺伝子を検出（変異株
N501Yは不検出）

出所：令和3年5月27日 国立国会図書館調査資料「新型コロナ
ウイルス下水疫学調査の現状と課題」より抜粋

◆厚生労働委員会 阿部知子質疑（５月２８日）
【下水検査の推進でコロナの流行予知を】

感染症の流行を事前に予測できればその地域の医療体制の整備など、

必要な施策をいち早く打つことが可能として、研究段階にある下水道疫

学調査を、厚労省としても協力に後押しすべきと厚労大臣に進言。しっ

かりと研究を進めていきたいとの答弁を獲得した。



（3） 変異株対策① 進められるべきＥＤＭ（証拠に基づいた医療）

出所：Our World in Data 
https://ourworldindata.org/coronavirus-data-explorer

2021年5月5日時点では、英国で

特定されたアルファ株（青）が大勢。
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2021年7月26日時点では、アルファ株よりも

インドで特定されたデルタ株（緑）の割合が圧倒。

（注）変異株割合はデータの一部のみが反映さ
れ、完全な内訳ではない可能性があります。

デルタ株

アルファ株

日本で行われている変異株分析数は、陽性者数の３～７割と自治体ごとにバラツキがある
参考：厚労省「変異株スクリーニング検査の実施状況（件数）」(7月19日速報値）

https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/kokunainohasseijoukyou.html



（3） 変異株対策③ 神奈川県の変異株陽性者は「自宅療養」がほとんど

神奈川県「新たにデルタ株(疑い含む)として特定された患者の内訳」
（累計72名 2021年7月26日版)より抜粋

https://www.pref.kanagawa.jp/documents/77714/breakdown_henikabu_20210726.pdf

デルタ株陽性者の神奈川県における特徴と対策
・海外渡航歴なし／無症状、軽症多し／隔離＞自宅療養

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ga4/prs/r8876241.html

神奈川県「患者の状況 2021年7月25日
（日曜日）現在」



（4） コロナ労災･公務災害 ① まだまだ少ない！新型コロナの労災・公務災害

◆医療従事者をはじめとするエッセン

シャルワーカーに感染が拡大しているに

も関わらず、労災・公務災害申請件数が

少なすぎる実態。

・新型コロナ労災・公務災害の申請を喚

起する必要性

・補償制度の周知のため、具体的な認定

事例を公表する必要性

◆ 2020/7/1厚生労働委員会

【大臣答弁】

・「積極的に労災請求いただくよう、労

災請求の勧奨に/め、特に使用者方に対し

てしっかりと周知を図っていきたい」

・「こういった事例については労災が適

用されますよという具体的な話、あるい

はこういったことが確定できれば労災請

求ができるんだということをしっかりと

周知していきたい」

厚生労働省HPにおいて、具体的な事例集

が公表。



（4） コロナ労災･公務災害 ➁ 新型コロナ長期症状に確実な労災補償を

出所：厚生労働省提供資料

◆ 労災打ち切りの具体事例

・肺炎症状で労災の療養給付を受けている被災者(介

護労働者)が、急性期を脱した後も以前として症状

に苦しみ、心療内科を受診したとたんに3カ月以上

に渡り休業給付を打ち切られる

・コロナの長期症状に関しては医学的な解明、評価

はなされていない。安易に後遺症や精神的な症状

と判断すべきではない

・新型コロナ感染症での長期間継続する症状と捉え、

労災や公務災害補償による対応が原則。

◆ 2021/4/9厚生労働委員会
大臣答弁：「まずは、幅広く、対応できるものは

しっかり対応をさせていただきたい」

質疑で取り上げた具体事例について休業給付再開。



◆希望者全員

10～11月に接種完了目標？？

ワクチン接種の優先順位

（1）医療従事者＝約500万人

（2）65歳以上の高齢者＝約3600万人

（3）高齢者以外で基礎疾患のある人＝約1030万人

高齢者施設などの職員＝約200万人

（4）12歳以上の一般人

高齢者向けの接種は全国のすべての市区町村で7

月末までに終了する見込みとされ、希望する全国民

への接種を10月から11月にかけて完了させることを

目指す方針･･･

出所：AnswersNews
「新型コロナウイルスワクチン日本国内の開発・接種状況は」より抜粋（7月21日更新）

６） ワクチン接種 ① 新型コロナウイルスワクチン接種のスケジュール



出所：2021年7月21日
第64回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和３年度第13回薬事
・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）

死亡事例は７５１件 （7/16現在）６） ワクチン接種 ➁

7/16
合計 ７４６ 件

7/16
合計 ５ 件



６） ワクチン接種 ③ 比較 ー 新型コロナワクチンと他ワクチンの副反応状況

件数 報告頻度 発生率 件数 報告頻度 発生率

コミナティ 58,439,259 7,480 0.0128% 128 2,812 0.0048% 48

モデルナ 1,818,033 108 0.0059% 59 46 0.0025% 25

サーバリックス 7,024,148 945 0.0134% 134 555 0.0079% 79

ガーダシル　　 2,165,891 185 0.0085% 85 201 0.0093% 93

インフルエンザワクチン

(R1.10.1～Ｒ2.4.30)
56,500,000 55 0.000097% 1 93 0.00016% 2

日本脳炎ワクチン

(H25.4.1～Ｒ2.12.31)
34,709,304 104 0.000300% 3 249 0.00072% 7

ワクチンの種類
医療機関からの報告のうち重篤

HPV

（Ｈ21.12～R2.12.31）

製品名 推定接種数
 企業からの報告

COVID-19

（R3.2.17～R3.7.11）

※発生率は100万接種当たりの発生件数

出所：2020(令和２)年12月25日第57回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和3年度第4回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会

2021（令和３）年３月26日第54回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和２年度第14回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策
調査会資料
2020(令和２)年7月17日第48回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和2年度第4回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会
資料をもとに阿部知子事務所作成



相変わらず「安全性において重大な懸念は認められない」･･･

出所：2021年7月21日
第64回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和３年度第13回薬事
・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）

◆ 合同部会での指摘

・その他として「状態悪化」
「心臓死」「心停止」があるが、
実数を明示すべき（長谷川秀樹氏：

国立感染症研究所インフルエンザ・呼吸器
系ウイルス研究センター長）

・死因を判断する際に剖検を実
施した件数や割合を分かりやす
く示すべき（山縣然太朗氏：山梨大学

大学院総合研究部医学域社会医学講座教
授）

・「状態悪化」に注目
接種当日の体調などにより接種
延期の選択が安全な接種につな
がるよう情報発信することで合
意

・ワクチン接種が死因の誘因と
なっていないかなどについても
検討の方針

６） ワクチン接種 ④



出所：2021年7月21日
第64回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和３年度第13回薬事
・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開催）

・あくまでお願いベースの任意の制度
であり、診断した医師の判断でしか
報告は上がらない。

・報告書作成等の診療上の手間に対し
正当な診療報酬算定すべきでは？

・保護者（当事者）報告制度もあるが
ほとんど機能せず。

・死因を判断する際に剖検を実施した
件数や割合を分かりやすく示すべき
（山縣然太朗氏：山梨大学院総合研究部医学

域社会医学講座教授）

６） ワクチン接種 ⑤ 「副反応疑い報告制度」は機能しているのか
新型コロナワクチンは未知のワクチン

• 神経免疫系統や現在の知見の及ばない副

反応が長期に及ぶ可能性

• 抗体依存性感染増強（ADE）＝ ワクチ

ン接種後に感染した場合に出現

• 接種体制は集団接種が多く、副反応が補

足されにくい＝担当窓口不明



◆現在の承認は３種類

・ファイザー製：1億9400万回分（9700万人分）

・モデルナ製：5000万回分（2500万人分）

・英アストラゼネカ製：1億2000万回分（6000万人分）

アストラゼネカのワクチンは、5月21日に国内で薬事

承認されたものの、海外で接種後に血小板減少を伴

う血栓症を発症したケースの報告が相次ぐ。

国内では使用せず台湾や東南アジア各国に無償提供

1億2000万回分の購入費用（非公開）がムダに！

６） ワクチン接種 ⑥ 世界中でワクチン開発にしのぎを削っているが･･･

出所：AnswersNews
「新型コロナウイルスワクチン日本国内の開発・接種状況は」より抜粋（7月21日更新）



ファイザー社およびモデルナ社の「新型コロナウイルス感染症に係る
ワクチン」において、接種後、心筋炎、心膜炎が報告されていることを
受け、厚生労働省は以下、製薬メーカーに改訂を指示するとともに、医
療現場に対し注意喚起を行った。

・新たな【重要な基本的注意】（メーカーに指示）

「本剤との因果関係は不明だが、接種後の心筋炎、心膜炎—が報告されている。被
接種者・保護者に対しては、心筋炎、心膜炎が疑われる症状（胸痛、動悸、むくみ、
呼吸困難、頻呼吸—など）が認められた場合には、速やかに医師の診察を受けるよ
う事前に知らせる」旨を追記する。

・新たな【臨床使用に基づく情報】（医師への注意喚起）

・海外で、因果関係は不明だが、コロナウイルス修飾ウリジンRNAワクチン

（SARS－CoV－2）接種後に心筋炎、心膜炎が報告されている

・報告された症例の多くは若年男性で、特に「2回目接種後数日以内」に発現し
ている

・大多数の症例で「入院による安静臥床」により症状が改善している―ことを追
記する

６） ワクチン接種 ➆ ファイザー・モデルナ社のコロナワクチンで心筋炎等の可能性

◆7月7日通知「『使用上の注意』の改訂について」を発出



新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の後遺症５） 多様な症状 ①

コロナ後遺症、多臓器で症状持続

新型コロナウイルス感染症（COVID-

19）の後遺症（Long COVID）に関す

る過去最大規模の国際研究の結果が明

らかになった。英米の研究者らを中心

にLong COVIDの研究を行っている

Patient-Led Research Collaborativeの

Hannah E. Davis氏らは、オンライン調

査で得られた3，700例超のデータから

Long COVIDの特徴を検証。ほとんどの

患者が35週を超えて症状が持続し、特

に疲労、労作後の倦怠感、認知機能障

害が多く認められたと、

EClinicalMedicine（2021年7月15日オ

ンライン版）に報告した。

出所：時事通信オンライン版（7月20日更新）



出所： Needham EJ, et al./Univ. of Cambridge, Neurocrit Care, April, 2020
邦訳：永山正雄 BRAIN and NERVE 2020; 72: 1067-1072

◆ 病態自体が未解明

「longCOVID」の4つのパターン
（2020/10/16 BBC News Japan）

英国国立衛生研究所（NIHR）の研究報告

① 肺と心臓への恒久的な臓器障害

➁ 集中治療後症候群

③ ウイルス感染後疲労症候群
（ME/CFSも含む）

④ COVID-19の症状持続

COVID-19におけるさまざまな神経障害の病態５） 多様な症状 ➁



（A）診療実績が特に少ない公立・公的病院等

▼がん ▼心疾患 ▼脳卒中 ▼救急 ▼小児

▼周産期 ▼災害 ▼へき地 ▼研修・派遣機能

の９領域すべてで、地域における診療実績が下位3分の1の病院

そもそも「感染症」は評価項目になかった！

（B）類似の機能を持つ病院が近接している公立･公的病院

（人口100万人以上の地域医療構想区域にある病院については別途、

再検証方針等を定める）

自動車で20分以内の距離に、▼がん▼心疾患▼脳卒中▼救急▼小児

▼周産期―の６領域すべてで「診療実績が類似する病院」がある病院

コロナ禍を踏まえた公的･公立病院改革の見直しを7） 医療提供体制 ①

１.医療政策としてこれまでにやってきたこと

機能分化やダウンサイジングも含めた地域医療の再編・統合・縮小



出所：厚生労働省医療施設動態調査をもとに阿部知子事務所作成

7） 医療提供体制 ➁ ベッド過剰論 ー とりわけ急性期病床削減



7） 医療提供体制 ③ 感染症病床は削減の一途

出所：厚生労働省医療施設動態調査をもとに阿部知子事務所作成



感染症指定医療機関の診療体制等の整備状況がまちまち

・体制不足等により、指定病床数通りの患者等の

受け入れを危惧（23％）

・75％の都道府県が病床数の基準を下回っている

・必要な医療従事者の配置数や診療チームの編成

方針が不十分

・二次感染を防止するための個室やICUの整備が

不十分（特定・第1種）

出所：総務省 感染症対策に関する行政評価・監視調査結果

（平成29年12月15日）

総務省勧告（平成29年12月15日）も無視7） 医療提供体制 ④



【勧 告 内 容】

◆実効性ある診療体制等を確保する観点から、指定医療機

関における受け入れ・診療体制、医療施設・設備の状況等

の実態を把握すること

◆実態把握の結果、受け入れ・診療体制の実効性が未確保、

院内感染対策が不十分なもの等について、改善に向け的確

に対応すること

◆上記の措置では実効性ある診療体制等が確保できないと

認められるものについて、制度の枠組みや指定基準等の見

直しを検討すること

しかし、厚労省は

２年半 も

放置

7） 医療提供体制 ⑤ せめて１年前に対応していれば ･･･

出所：総務省 感染症対策に関する行政評価・監視調査結果

（平成29年12月15日）

それでも ようやく

「新興感染症対策」が6事業目に

2024年度からスタートする第８次医療計画に
新興感染症対策を医療計画の中に明確に位置
付け、「5事業」を「6事業」とする。

（2020.11 第23回 医療計画の

見直し等に関する検討会）



◇医療・介護を地域経済の中核に

・公立病院は産科や救急など国の政策医療を担う拠点。

資源と人材を集中する。

・感染症病床の6割は公立病院が保有。

・統廃合リストにある440の医療機関のうち、53病院が

コロナ患者を受け入れ。

・重症、中等症など症状別の病床を見える化して公表

◇ 急性期から後方ベッドまで、介護施設の連携

・老健等､高齢者施設のクラスターで待機中の死亡多発。

・全員のPCR検査の徹底と速やかな搬送体制､病床確保。

・急性期を脱したら速やかな退院・転院体制－後方病床確保

◇ 「コロナ」で疲弊した医療機関に緊急的な支援を

面としての医療を支えるために7） 医療提供体制 ⑥



・キューバに学べ→究極は家庭医

・早期検査→早期隔離→早期診断→早期治療
＝４層体制 この体制がないことが

重症化→ＩＣＵのひっ迫
放置→在宅死

相反する政策 長期の医療抑制
感染症病棟の不足
公立・公的病院再編成→全体的な病床、人手不足
公衆衛生の軽視、保健所の削減

最後に 感染症は差別の歴史（ハンセン病）
感染拡大による経済危機（不況）から軍事拡大へ

まとめ


